
 

キャッシュレス決済の導入に伴う新潟県収入証紙の廃止について         

新潟県出納局 

 

１ 新潟県収入証紙の廃止の検討について 
   新潟県では、運転免許証やパスポートの取得、許認可等の各種行政手続の手数料や証明書の発行手数料につ

いて、新潟県収入証紙条例等に基づき、主に新潟県収入証紙（以下「証紙」と言います。）で納付していただ

いていますが、令和６年８月末に同条例を廃止して、手数料の納付方法を変更することを検討しています。 

 

２ 証紙に代わる納付方法（案） 
 

    ≪ 現 在 ≫              ≪ 証紙に代わる納付方法（案） ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必ずしも上記全ての方法で納付できるものではありません。 

 

３ 証紙制度の廃止で期待される主な効果 

(1) 納付方法が多様化することで利便性が向上します 

 ・ 電子申請と電子納付により「いつでもどこでも」申請と納付が可能になります。 

 ・ 電子納付以外でも、県の窓口におけるキャッシュレス決済や納入通知書など納付方法を多様化します。 

(2) 証紙購入に伴う煩雑さが解消されます 

 ・ 申請する前にあらかじめ証紙を購入する煩雑さが解消されます。 

 ・ 証紙の購入場所を探すことや、休日や時間外に購入できないという不便さが解消されます。 

 ・ 証紙と収入印紙を間違えて購入するおそれや、手元に証紙を保管しておく必要がなくなります。 

 

４ 今後の予定 

令和４年度中に県議会に新潟県収入証紙条例の廃止条例案を提出し、可決されれば、令和６年８月末をも

って証紙を廃止し、証紙による手数料の納付方法を変更します。 

主な項目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度～ 

収入証紙条例の廃止条例 条例提案 ～ 周知期間、準備期間 ～ 条例施行  

証紙の販売      

証紙に代わる方法での納付      

 電子申請・納付      

窓口キャッシュレス      

窓口現金納付、納入通知書等      

経過措置（証紙でも納付可）      

※ 証紙廃止後、５年程度（令和12年3月末まで）は、未使用の証紙の払戻しに対応します。 

証紙で納付 

 

〈手続の流れ〉 

① 金融機関や証紙売りさ

ばき所から証紙購入 

② 申請書に貼付 

③ 申請窓口に提出・郵送 

 

（証紙の見本） 

窓口キャッシュレス  県の窓口で納付 

（R4 年 4 月～     ・クレジットカード 

段階的に導入）    ・QR コード決済（PayPay 等） 

            ・電子マネー（Suica 等） 

電子申請・納付     パソコンやスマホから電子申請システムを利用

して、オンライン申請での納付 

（R４年６月電子申請  ・クレジットカード 

システム導入）     ・ペイジー（インターネットバンキング等） 

納入通知書等     納入通知書や無記名の納付書を利用して、 

金融機関やコンビニで現金を納付  
検 

討 

中 

お問い合わせ先 新潟県出納局管理課企画・指導係 

      電話 025-280-5483  FAX 025-284-2772  メール ngt190010@pref.niigata.lg.jp 

窓口現金納付     県の窓口で現金を納付 

別添４ 


